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研究成果の概要（和文）： 

 合意形成が容易ではない環境計画の受容に、手続き的公正と信頼が与える影響について、
欧州事例調査及び日欧比較実験から明らかにした。事例調査からは、賛成か反対かの二分
法では利害に関する意見の類似性が受容に影響を与えていたが、折衷した決定の受容につ
いては手続き的公正の重要性が示された。実験からは、公益的視点としての手続き的公正
と、私益的視点から価値観の類似性がもたらす代表者への信頼との両方が、社会的受容に
重要であることが示された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  This study investigated the effect of procedural fairness and trust on social 
acceptance of environmental planning, which are particularly difficult to achieve 
agreement. Case studies in EU and comparative experiments between Japan and 
Europe were conducted. Results from case study showed that procedural fairness was 
a significant determinant of acceptance of eclectic decision, while opinion similarity 
related to trust determined the dichotomy between approval and disapproval. Results 
from experiments showed that social acceptance was influenced not only by procedural 
fairness, which contributed to public benefit, but also by opinion similarity, which 
represented personal benefit.  
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１．研究開始当初の背景 

合意形成が容易ではない環境計画が社会
的に受容されるためには、手続き的に公正で
実効性の高い市民参加が必要不可欠だとし
て、ＥＵを中心に様々な参加型会議手法（コ
ンセンサス会議、プランニングセルズ、協同
的ディスコースなど）が開発され、実際の計

画策定において実施されている。日本でもそ
れらの参加型会議が社会実験として試みら
れ始めた。しかし、市民参加により策定され
た計画が、その手続き的公正さの評価を媒介
にして、市民に受容されるのかについての実
証的社会心理学研究は行われてこなかった。 

そこで、われわれはＥＵおよび日本での市
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民参加による環境計画プロジェクトの社会
調査（Hirose, et al., 2005; 2006, Ohnuma, et 

al.,2007, Sugiura, et al., 2007）に着手し、
計画の社会的受容の主要な規定因が事業内
容の実効性評価とともに市民参加の手続き
的公正評価であること、情報開示、意見表明
や議論の機会、計画への意見反映、参加の代
表性が参加手続きの公正さの要件であるこ
とを、ＥＵと日本の事例調査から解明した。 

だが、信頼が受容の規定因とする先行研究
とは一致しないため、整合的な説明が必要で
ある。先行研究は私益的視点から評価する状
況であったのに対し、われわれの調査は共益
の立場から判断するという状況に焦点を当
てていたという違いがある。また、われわれ
が行ってきた調査は、利害や価値観の対立が
比較的小さい事例であったため、係争的事例
にも該当するのかを確認する必要がある。 

そこで、共益／私益という判断枞組みを考
慮し、ＥＵと日本における係争的な環境計画
の市民プロジェクトについての社会調査を
実施して、手続き的公正評価が計画内容およ
び事業主体への信頼を高める効果を持ちう
るかどうか、それまでの事業主体への信頼が
計画の社会的受容への直接的あるいは調整
的機能を有するのかを、市民参加に関する文
化的社会的文脈を考慮しながら解明する必
要がある。 

 

２．研究の目的 

上述のように、利害や価値観が鋭く対立す
る環境計画の合意形成のためには、広範な市
民参加が必要不可欠である。そこで、市民参
加手続きの公正さが計画の社会的受容の主
要な規定因になるか否かを解明するため、社
会調査およびシナリオ実験をＥＵおよび日
本において実施する。とくに次の 2 点に焦点
を当てる。 

(1）ＥＵと日本における環境計画での市民参
加プロジェクトの適切な事例を選定して、当
該地域の市民を対象にした質問紙調査を実
施して、市民参加手続きの構成要件や手続き
的公正評価と計画の社会的受容との関連を
解明する。 

(2）意見表明の機会が市民参加手続きの公正
さを媒介として、さらに参加代表者との意見
の類似性が代表者への信頼を媒介として、環
境計画の受容に及ぼす効果を検証する仮想
シナリオ実験を、日本とＥＵにおいて海外共
同研究者と実施し、2 つの要因が社会的受容
に及ぼす影響を解明する。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、EU における事例調査と、日
欧比較を目的としたシナリオ実験の２つを
実施した。 

(1)市民参加による環境計画策定の欧州事例

調査 

 多くの研究は、手続き的公正が社会的受容
に効果があることを示しており、研究代表者
らの研究でも、環境計画における市民参加の
手続きが社会的受容に影響を及ぼすことを
示してきた。しかし、多くの場合は、比較的
合意が得やすく、必ずしも賛否が拮抗するよ
うな事例ではなかった。本研究では、賛否が
拮抗するような事例でも、市民参加の手続き
が有効であるかどうかを検討した。 

 市民参加の欧州事例調査の方法は、聞き取
り調査及びアンケート調査である。はじめに、
文献調査等で複数の候補を挙げ、そのうち 3

か所に聞き取り調査を行った。具体的には、
ドイツのノイス市における中心街を走る路
面電車（トラム）の移転／存続問題、シュツ
ッツガルト市における中央駅及び周辺の再
開発問題、そして、シェルクリンゲン市にお
ける廃棄物発電所建設問題である。その中か
ら今回の研究目的に最もふさわしいと思わ
れた、ドイツのノイス市の事例をアンケート
調査の対象地として選定した。 

 ノイス市では、中心通りを通るトラムが非
常に狭く危険であった。そのため、トラムを
中心通りから撤去すべきか存続すべきかに
ついて長い論争があった。2000 年に実施さ
れた、無作為抽出による市民が議論するプラ
ンニングセルズをはじめ、10 年あまりの間に
多くの市民参加の場があった。また、2007

年には住民投票も実施された。これらの市民
参加による議論などを経て、2008 年に市長
は、複線となっている中心通りの単線化を提
案し、その工事を実施した。 

 アンケート調査の実施に際し、分析項目に
手続き的公正に加え価値類似性の持つ効果
を加えた。すなわち、とくに賛否が拮抗する
場合、当該問題の賛成または反対などの価値
観が影響すると考えられるが、このような場
合には、各ステークホルダーへの価値観の類
似性が政策決定主体（多くの場合行政など）
への信頼と関係してくると考えられるため
である。 

 アンケート調査は、2009 年 11 月から 12

月にかけて実施した。調査対象者はノイス市
在住者（人口約 19 万人）18 歳以上男女個人
で、市の住民登録台帳から乱数により抽出さ
れた3000名であった。有効回答数は319で、
有効回答率は 10.6%であった。 

 

(2) 代表者の発言機会と類似性が受容に及ぼ
す効果に関する日欧比較実験 

日欧比較実験では、公的決定に参加する代
表者の発言機会と、代表者と個人との価値類
似性という 2 つの要因が、人びとの社会的受
容に及ぼす影響について、日本と EU（オラ
ンダ）との間で比較検討した。 

本実験では、社会的受容の規定因として、



 

 

信頼と手続き的公正に焦点をあてた。この 2

つが社会的受容に及ぼす影響に関しては、こ
れまで多くの研究がなされている。権威への
信頼は、その権威による決定の受容を促す重
要な要因として強調されてきた。また、人び
との発言機会を保証するといった手続き的
公正も、公的決定に対する人びとの受容を促
すとされてきた。 

しかし、従来の研究は、問題当事者本人（実
験参加者）と権威者との直接的な関係を扱っ
てきた。これに対して本研究では、その権威
と交渉などを行うのは問題当事者本人では
なく問題当事者全体の代表者であるという
状況を扱う。したがって、ここで扱われる信
頼とは、権威への信頼ではなく、代表者への
信頼である。少数の代表者が公的決定に参加
する場合、人びとにとっては彼らへの信頼が
重要になる。人びとは代表者に対して、自分
たちの意見や価値を権威に向けて主張して
くれるだろうとの期待を持つ。このような期
待は、代表者への信頼と定義づけられる。し
たがって、代表者への信頼は決定への受容を
促進するだろう。 

代表者への信頼は、その代表者が問題当事
者本人と当該問題に関して類似した価値観
を有しているか否かが重要となる。つまり、
代表者と価値観が似ていると思えれば代表
者を信頼するだろうと予測できる。また、代
表者は個人の利害を代表していると考えら
れるので、ここでの信頼は私益的な関心から
もたらされていると見なせる。そこで本実験
では、私益的な関心として、代表者と価値観
が類似しているか否かを操作した。 

手続き的公正に関する先行研究は、個人の
発言機会に言及してきた。権威が人びとの発
言機会を保障することで手続き的公正が高
まり、権威の決定に対する人びとの受容を促
す。しかし、これも本人の発言が権威者に聞
き入れられたかどうかという問題である。本
人ではなく、代表者に発言の機会があった場
合はどうだろうか。もし、私益的観点に立つ
ならば、代表者の発言機会は手続き的公正感
と関係なく、価値類似性と信頼に関連してく
るだろう。しかし、発言の機会が、公正な手
続きを保証するものであるとした公益的視
点に立つならば、発言の機会は、価値観や信
頼とは独立に、手続き的公正を通して人びと
の社会的受容に影響を及ぼすと考えられる。
本研究は、後者、すなわち、発言機会は手続
き的公正を高める要因と仮定する。そこで、
本実験では、発言の機会の有無を操作した。 

以上より本研究では、代表者の発言機会が
手続き的公正を通して人びとの社会的受容
を促し、それに対して代表者との類似性は、
代表者への信頼を通して社会的受容に影響
を及ぼすと仮定した（図 1）。 

 
図1 代表者の発言機会と類似性から社会的受容に

至る予測モデル 

 

上記の仮説を検証するため、「カフェテリ
アの値上げに関する大学当局との話し合い
へ、少数の学生代表者が参加する」というシ
ナリオを用いた実験を行った。シナリオ上で
学生代表者の発言機会の有効性（delegates’ 

voice）と、代表者と実験参加者との意見の類
似性（similarity of delegates）を操作した。 

実験計画は、Delegates’ voice（Real / Fake）
×Similarity of delegates（High / Low）の 2

要因 4 セル計画である。Voice 要因は、シナ
リオ上で大学当局が学生代表者の意見を採
用するか否かを記述することで操作し、
Similarity 要因は代表者の意見が実験参加者
の意見と類似していたか否かを記述するこ
とで操作した。 

実験参加者は、日本人の大学生 211 名（男
性 118 名、女性 93 名）と、オランダでの大
学生 200 名（男性 150 名、女性 49 名、不明
1 名）であった。 

 

４．研究成果 
(1) 市民参加による環境計画策定の欧州事例
調査の結果 
 はじめに、回答者の意見分布を確かめるた
め、2007 年の住民投票でどちらに投票した
かを調べたところ、中心通りから「撤去すべ
き」と投票した人と、「存続すべき」と投票
した人がほぼ同じ割合で、賛否が拮抗する事
例であったことが再確認された（図 2）。 

 

図 2 住民投票での投票 

 

 次に、手続き的公正と価値類似性が社会的
受容に及ぼす影響について分析した。このと
き、従属変数を、社会的受容としたときと、
賛否としたときとの比較を行った。賛否とい
うのは、撤去か存続かという二律背反的判断
であり、一方を立てれば他方が立たない。こ
れに対し、社会的受容は、単線化という決定



 

 

の受容であり、これはいずれの主張も全面的
に通ったわけではないが、いずれの主張も立
てたとも言える。 

分析結果より、社会的受容を従属変数とし
たときには、手続き的公正と価値類似性の両
方が規定因となっていた。ところが、賛否を
従属変数としたときには、手続き的公正の影
響が極めて弱く、価値類似性の影響だけが強
かった（表 1）。 

 

表 1 手続き的公正と価値類似性の社会的受容へ

の影響 

 
 
 さらに、関心の高低別に同様の分析を行っ
た。その結果、関心の高低によらず、社会的
受容へは価値類似性と手続き的公正の両方
が影響していた。一方、賛否については、と
くに関心が低いときに手続き的公正の影響
が極めて弱かった。 

 
表 2 関心の高低別手続き的公正と価値類似性の

社会的受容への影響 

 

 

 以上の結果から、賛否が拮抗する場合には、
二分法による賛否だけで議論している限り
は市民参加の手続きが公正感をもたらすこ
とには弱い効果しかないが、賛否両方の意見
をふまえた折衷案の受容に対しては、手続き
的公正が重要な役割を持つことが示唆され
た。また、関心が低い人びとは高い人びとよ
りも相対的に手続き的公正の影響が弱かっ
たことから、関心が低い場合には自分の異な
る意見を熟慮せずにヒューリスティックス
で判断しやすいかもしれないという可能性
も示唆された。 

 

(2) 代表者の発言機会と類似性に関する日欧
比較シナリオ実験の結果 

シナリオ上で提起されたカフェテリアの
値上げの是非について、その決定経緯の手続
き的公正、学生代表者の信頼、ならびにこの
問題の決定結果に対する社会的受容を、5 段
階評価の質問項目で尋ねた。 

図 3 は、手続き的公正に関する回答結果を、
4 つの実験条件ごとに日本とオランダのそ
れぞれで示している。また図 4 は、代表者へ
の信頼に関する回答結果である。 

 

図 3 日本・オランダでの手続き的公正 

 

図 4 日本・オランダでの代表者への信頼 

 

分析の結果、手続き的公正には Voice 要因
の主効果が見られ、その一方で信頼には
Similarity 要因の主効果のみが見られた。す
なわち、代表者の発言機会は手続き的公正へ
影響を及ぼすのに対して、代表者の類似性は
信頼を規定することが示唆された。 

 

図 5 日本・オランダでの公的決定に対する社会的

受容 

次に図 5 は、カフェテリアの値上げの是非
に関する決定への社会的受容を示したもの
である。分析の結果、これについては Voice

要因と Similarity 要因それぞれの主効果と
ともに、2 つの要因の交互作用が認められた。
この結果は、公的決定に対する人びとの社会
的受容に、代表者による発言機会と代表者と
自己との意見の類似性が、いずれも重要な影



 

 

響を及ぼすことを示している。 

以上の結果を総合すると、社会的受容で見
られた発言機会と類似性の効果は、それぞれ
手続き的公正および代表者への信頼を媒介
にして生じたと解釈できる。これを確認する
ため、日本とオランダで多母集団同時分析を
行った。図 6 はその結果である。 

 

 

図6 手続き的公正および代表者への信頼を媒介と

した、代表者の発言機会および類似性による受容

への影響 

注 1）図中の数字は日本／オランダ 

注 2）元の項目や誤差項などは省略した 

 
多母集団同時分析の結果、代表者の発言機

会から手続き的公正を経て社会的受容に至
るパスと、それと並行的に代表者の類似性か
ら信頼を経て社会的受容に至るパスが、日本
とオランダいずれの国でも確認できた。すな
わち、不特定多数の人びとから選出された少
数の代表者が参加する決定場面において、人
びとの社会的受容へ代表者の発言機会と類
似性がそれぞれ手続き的公正および信頼を
媒介として独立的な影響を及ぼす 2つの仮定
の存在が示された。以上より、図 1 で仮定し
たモデルは、日本とオランダのいずれでも成
立することが実証された。 
 
(3) まとめ 
 ドイツノイス市の中心通りを通るトラム
単線化の事例調査からは、存続か撤去かとい
う二分法では、価値類似性が強い規定因とな
り、手続き的公正の影響は弱くなった。一方、
単線化という折衷案への受容では、手続き的
公正の重みが増した。 
 実験からは、自分の意見の代弁者としての
代表者との意見類似性が信頼を介して受容
に影響していた。それとは独立に、発言の機
会があることが手続き的公正を高め受容を
規定していた。 
 以上の結果を統合すると、賛否が拮抗する
合意形成場面では、それぞれの意見を主張す
る場があったか、自分の意見を代弁してくれ
たかという私益に関連することが第一に重
要となる。しかし、それだけではいつまでも
平行線をたどるだけで着地点は見いだせな
い。そこで、多様な考え方を許容する市民参
加による発言の機会などを通じた手続き的

公正が、決定の受容に重要となる。 
本研究は、利害や価値観が対立する環境計

画の合意形成場面においても、市民参加によ
る手続き的公正が一定の機能を果たしてい
ることを示した。しかし、手続き的公正は、
公益的な視点に目が向けられたときに重要
となるが、私益的視点に囚われている限りは
効果を発しない可能性も示唆された。今後、
さらなる事例研究と、自己関連性を操作した
実験などを行っていく必要がある。 
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